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１. 研究の背景及び目的

環境汚染リスクの低減

大規模地震時の
災害廃棄物処理への備え

防災・減災のための
社会インフラ強靱化

維持管理費の低減、

跡地利用の早期化

埋立廃棄物の大半を占める
焼却残渣（焼却灰・飛灰）
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最終処分事業の現状・ニーズ 最終処分場に求められる機能

焼却残渣に適した
埋立処分方法

有害物質の溶出抑制

最終処分場の
耐震性向上

最終処分場の
埋立容量の確保、

災害時の土地利用

「廃
棄
物
固
化
式
処
分
シ
ス
テ
ム
」

焼却残渣を対象
にした環境安全

かつ堅牢な
最終処分場
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焼却残渣

高周波振動で加振

 

混 練

水ｾﾒﾝﾄ

超流体工法を応用し施工

高周波振動で加振・締固め

廃棄物固化式処分システムとは？
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超流体工法 とは、石炭灰にセメントおよび最適含水比近傍の水量を添加し、
その粉体を加振することにより流体化させる工法である。

石炭灰 79,000 t

混和材
固化埋立
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廃棄物固化式処分システムの４つの特徴と効果

底部集排水管
遮水工

覆 土

④ 浸透水排除
③ 飛散防止

焼却灰・飛灰の固化体

① 一体化 → 強固な固化地盤

雨水の浸透 ② 減容化

焼却灰・飛灰

飛 散

従来型処分場 廃棄物固化式処分場VS
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① 強固化 耐震性の向上 環境汚染リスク低減 > 5 N/㎜2

重量構造物上載可 非常時の土地利用

② 減容化 埋立容量の増加（延命化） >20％

③ 飛散防止 覆土不要 埋立容量の増加

環境汚染リスク低減

④ 浸透抑制 有害物質の溶出抑制 環境汚染リスク低減 ＜処分場排水基準

維持管理費の削減

跡地利用の早期化

開発目標
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２. 研究の内容及び研究体制
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ﾃｰﾏ（1）・(2) 固化体の材料・性状 (H26-H28)

1. 焼却灰及び飛灰の物理化学的性状

2. 示方配合、ｾﾒﾝﾄ、混和材の添加等の検討

3. 固化体の圧縮強度、透水性

4. 固化体の有害物質の溶出特性

5. 固化体の孔隙構造

1. 動的FEM解析による地震時挙動解析

2. 振動台実験

ﾃｰﾏ（3） 固化体の耐久性 (H26-H28)

1. 耐候性試験 （凍結融解、乾湿繰返し、屋外曝露）

2. 吸湿・潮解性試験 （性状変化、物質移動）

3. 腐敗性ガス発生状況

1.  現場における配合決定手法

2.  現場密度試験による減容効果把握

ﾃｰﾏ（4） 固化式処分の施工性 (H27-H28)

廃棄物処分場、焼却残渣の研究実績が豊富で各種分析装置を保有する『九州大学』と
石炭灰固化研究、施工実績が豊富な『安藤ハザマ』の共同研究体制

振動台実験

ﾃｰﾏ（5） 固化式処分場の耐震性 (H28)

吸湿・潮解性試験屋外曝露試験マイクロX線CT画像
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動的FEM解析混錬状況 現場密度試験（水置換法）

研究担当者 九州大学： 島岡隆行（代表）、中山裕文、小宮哲平 安藤ハザマ： 弘末文紀、笠博義、三反畑勇、秋田宏行

透水試験
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３．主な成果

テーマ(1)・(2)固化体の材料及び性状

テーマ(3) 固化体の耐久性

テーマ(4) 固化式処分場の施工性

テーマ(5) 固化式処分場の耐震性



九州大学・安藤ハザマ

0

5

10

15

20

10 15 20

圧
縮

強
度

(N
/m

m
2 ）

セメント添加率 (%)

1.E-09

1.E-08

1.E-07

0 10 20

飽
和

透
水

係
数

（
c
m

/
s）

混和材添加率 （%）

10%
15%

一軸圧縮強度と配合の関係

7

① 一軸圧縮強度

テーマ(1)・(2) 固化体の材料及び性状

• 固化体の一軸圧縮強度は10N/mm2

程度（軟岩相当）であり、セメント添加
率の調整により所定の強度の廃棄
物埋立地盤の形成が可能である。

② 飽和透水係数

• 固化体は実質不透水（＜10-7 cm/s）
である。

• 雨水の埋立地盤内への浸透は極め
て少なく、浸出水処理は主に埋立地
盤の表面を流れる表流水となる。

一
軸

圧
縮

強
度

（
N

/
m

m
2 ）

飽和透水係数と配合の関係

セメント添加率

焼却灰、飛灰及び
混和材 (添加率20%)

焼却灰及び飛灰

飛灰のみ
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• 固化により、Pbの溶出濃度は放流水質基準以下に低下
した（固化体の一部は土壌溶出量基準以下まで低下）。

③ 有害物質溶出特性
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① 耐候性 (a) 凍結融解、(b) 乾湿繰返し

試験前後の飽和透水係数

• 鉛溶出濃度は放流水質基準以下（＜0.1mg/L）を維持
• 透水係数は実質不透水（＜10-7cm/s）を維持

1サイクル

温度

時間

乾湿繰返し試験（JCI規準集）

乾燥3日間（40℃）→湿潤1日間（20℃）→

乾燥2日間→湿潤1日間を2サイクルとし、

20サイクル行った。
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凍結融解後及び
乾湿繰返し後の固化体

試験前後の鉛溶出濃度

凍結融解試験（JIS A1148）
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① 耐候性 (c) 長期屋外曝露

559日目

• 供試体の一部に表層剥離及びクラックが発生した。
• ポップアウト部には炭酸カルシウムの析出が見られた。

148日目28日目

0 %

【配合】

・焼却灰：飛灰＝3：1

・セメント添加率10%

【供試体寸法】

・10×10×40cm

10 %

20 %

混和材
添加率

表層剥離

クラック
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② 吸湿・潮解性

吸湿・潮解が
生じた固化体
（試験7日目）

• 焼却灰及び飛灰は吸湿・潮解性を示す潮解性塩類（NaCl、KCl）を多く含有
• 固化体から潮解水とともに有害な成分が流出し、また固化体の孔隙径の

拡大により、環境安全性及び固化体の強度が低下することが懸念される。

φ10cm×H 50cm

吸湿・潮解促進試験装置

圧力計

流量計

圧力計

固化体 水 ソーダライム コンプレッサーアクリルデシケータ グレーチング材

温度：20℃
相対湿度：90%

デシケータ
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② 吸湿・潮解性

潮解水量 潮解水のPb濃度 一軸圧縮強度

• 潮解水量は固化体質量の2～3割程度であった。

• 水質は放流水質基準（Pb＜0.1mg/L）を満足した。

• 吸湿・潮解に伴う固化体の強度低下は認められなかった。
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マクロ孔隙*の立体構造（マイクロX線CT法）

マクロ孔隙*率の変化

• 吸湿・潮解に伴い孔隙は減少した。
• 水みちの発生（透水性向上）も見られず、

吸湿・潮解に伴う悪影響は認められなかった。

10mm

細孔分布の変化
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② 吸湿・潮解性： 吸湿・潮解に伴う孔隙変化

*孔隙径53μm（=画素サイズ）以上の孔隙
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① 現場で最適な固化を可能とする最適水粉体比の決定手法
テーマ(4) 固化式処分場の施工性

収 束

時 間

発 散 安 定

電
流

(A
)

電
流

(A
)

電
流

(A
)

水粉体比： 28 % 水粉体比： 30 % 水粉体比： 32 %

施工性 ○、不透水性 △ 施工性 △、不透水性 ○施工性 ○、不透水性 ○

水粉体比*

30%
混錬機の

電流を計測
電流変化が

安定を示したか？

水粉体比を
±1%変化

最 適
水紛体比

Yes

No

練り試験

時 間 時 間

*粉体（焼却灰、飛
灰、混和材及びセ
メント）に対する水
の質量比
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② 減容効果

覆土(埋立容量の20%）

固化式処分の埋立容量消費量*

焼却灰

飛灰

セメント

従 来 型 固 化 式

0.98 m3/t埋立容量消費量*： 0.74 m3/t （最小）

24% （最大）

• 固化式処分の適用
により埋立容量の
消費を最大約24%
削減

• 供用期間を約1.3倍
に延命化できる。

焼却残渣の
埋立容量
消費量*

0.78m3/t
(=1/1.28)

*埋立容量消費量：
焼却残渣単位質量の埋立
処分に要する埋立容量

0 0 20 0 20 10 10

10 15 15 20 10 10 15セメント添加率(%)

混和材添加率(%)
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従来型処分場 固化式処分場

加速度

最大996gal ↓803gal 600～800gal 803gal↓

変 位

最大6.3 cm 最大 4.2 cm

せん断
ひずみ

最大 0.03μ 最大 0.02μ（保護土）
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動的FEM解析結果の例 （入力地震動：最大 818gal 兵庫県南部地震 JMA神戸NS波形）

テーマ(5) 固化式処分場の耐震性
① 動的FEM解析

FEM解析モデル図 （幅161m×高さ27.5m、1m×1mメッシュ）

600～800gal

加振方向

模型実験の選定箇所
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代表的な実験結果（500 gal，4Hz，20秒加振）

実験結果
(1) 固化式は、埋立層上面の加速度および変位量が従来型に比べて小さく、地震耐性に優れている。
(2) 一方、固化式は、竪型ガス抜き管（特に集水管との接合部）に焼却灰より応力がかかるが、レベルは小さい。
(3) 遮水工（遮水シート）への影響には大差がないが、固化式の方が従来型に比べ若干ひずみが小さい。

長さ1.5m×奥行0.4m×固化体高さ0.4m
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② 振動台実験

従来型（焼却灰） 固化式（固化体）

埋立層
上面の
加速度

振動台の
変位量

埋立層
上面の
変位量

ｶﾞｽ抜き管
下端の
ひずみ

遮水シート
のひずみ

処分場の部分模型（1/10スケール）
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４．総 括

(１) 焼却灰及び飛灰の固化体は、①軟岩相当の強度を有し、②実

質不透水であること、③固化により有害物質の溶出を大幅に抑

制できることを明らかとした。

(2) 固化体の特性は、④固化体が劣化しても保持され、⑤吸湿・

潮解が固化体の強度、⑥環境安全性に及ぼす悪影響は認め

られなかった。

(3) 様々な焼却残渣に対して、⑦最適な固化を可能とする新たな

配合決定手法を見出し、⑧固化式処分の減容効果、⑨固化式

処分場の地震時挙動も明らかとした。

以上のように、固化式処分場は環境安全かつ堅牢であるととも

に、処分場の延命化を図ることもでき、実用化が期待される。
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ご清聴、ありがとうございました。


